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研究要旨 

【背景】救急搬送件数が増加の一途をたどっている中で、とりわけ高齢者の救急患者の増加が問題となって

いる。今後も救急需要の増加が見込まれているなか、限られた資源を有効に活用するためには地域の実情に

あった対策をとる必要がある。本研究では地域の救急医療体制の役割を担うことが期待されるメディカルコ

ントロール（MC）協議会を充実・強化するための方策について明らかにすることを目的とした。特に現在各

地で整備が進められている地域包括ケアシステムの中でどのように MC 体制を活用できるのか、地域の MC 協

議会が果せ得る役割について明らかにすることを主眼に置いた。 

【方法】昨年度に引き続き地域の救急医療体制評価手法の開発に係る研究、地域包括ケアシステムの構築に

向けた MC 体制の活用に関する研究、地域 MC 体制を担う医師の養成に関する研究、MC 医師研修に関する研究

の４つの大項目を中心に研究を行った。 

【結果】救急医療と在宅・介護との理解がまだ進んでいない現状が明らかとなった。介護事業者は救急医療

や MC体制のことを、救急隊は地域包括ケアシステムのことを十分に理解できていない現状が認められた。そ

こで「在宅療養支援隊」などの互助組織を活用し MC体制が医学的な担保を与えるなどの新たな視点を提言し

た。また地域の救急医療体制を構築する役割を期待されている MC 体制を強化することは必然性があり、MC

を担う医師を体系的に教育することは重要であることから現在厚生労働省が委託し開催されている“病院前

医療体制における指導医等研修”の講義内容を確認しより効果的な教育が行えるよう提言を行い、さらに MC

を管理する医師を育成するために研修会を開催し、さらに今後の研修会に向けプログラム案を作成した。 

【結論】今後も救急の需要が増加、特に高齢者救急が増加することが予想される中で、現状の把握とメディ

カルコントロール体制の活用の可能性、その強化について明らかにした。 
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Ａ．研究目的 
救急搬送件数が増加の一途をたどっている中で、

とりわけ高齢者の救急患者の増加が問題となって
いる。今後も救急需要の増加が見込まれている中、
限られた資源を有効に活用するためには地域の実

情にあった対策をとる必要がある。メディカルコン
トロール（MC）協議会は、平成13年より全国で設置
され、救急救命士が行う処置に対する医学的な質の
保証に対する取組が行われているが、近年、地域の
救急医療体制を構築する場としての役割も期待さ
れている。本研究ではそうした地域の救急医療体制
の役割を担うMC協議会を充実・強化するための方策
について明らかにすることを目的とした。特に現在
各地で整備が進められている地域包括ケアシステ
ムの中でどのようにMC体制を活用できるのか、地域
のMC協議会が果せうる役割について明らかにする
ことを主眼に置いた。また、厚生労働省の予算事業
として“メディカルコントロール体制強化事業”に
おいてMC体制の整備に専任で関わる医師に対する
研修会を開催した。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究においては、①各研究分担者が次の担当分

野について分担研究を進める。②定期的に分担研究
の進捗状況、課題を本研究班（親会議）に報告し、
内容を議論する。③議論の内容をそれぞれの研究分
担者が持ち帰り、分担研究を修正・発展させる。④
①から③のサイクルを繰り返すという形で、研究を
推進した。本会議は会議形式の議論を中心とした会
議を行った（各分担研究の研究方法はそれぞれの分
担研究報告書を参照）。各研究分担者の担当分野は
次の通りとした。 
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1. 地域の救急医療体制評価手法の開発に係る
研究（田邉、藤澤、水野） 

2. 地域包括ケアシステムの構築に向けたMCの
活用に関する研究（太田、野口、上村） 

3. 地域医療体制のMCを担う医師の養成に関す
る研究（溝端、横田、林、梶野、野田、上
村） 

4. MC医師研修に関する研究（林、田邉、梶野） 
 
（倫理面への配慮） 
本研究においては、特定の個人、実験動物等を対

象とした研究ではない。また、データの匿名化には
最大限の配慮をした。 
 
Ｃ．研究結果 
研究分野ごとに研究結果は次のとおりである。 

 
１．地域ごとの救急搬送における医療機関の受入
れ状況について 
 
1-1：田邉、藤澤、水野分担 
【背景】地域における救急搬送の受入状況の改善に
は、医療機関からの協力や相互の連携が必要とさ
れる。そのためには、地域での救急搬送の受入れ
状況の結果が、地域内の個々の医療機関の評価に
反映される仕組みが必要とされている。 

【目的】地域における救急搬送における医療機関の
受入状況を、二次医療圏ごとに明らかにする。 

【方法】複数のデータを元に、統合された形でのデ
ータベースを構築し、それらにより解析を行う。
本年度は、前年度の調査の深掘り調査を行った。 

【結果】二次医療圏の調査では、圏内の三次、二次
救急医療機関の数の増加と、４回以上連絡回数の
相関が低いことが確認できた。 

【考察】一般的に、病院数が多くなると、搬送先
医療機関の選択肢が増えるため、連絡回数も増
えるといわれている。しかし結果からみると、
圏内の救急医療機関数と搬送困難事例の発生は
関連がないのかもしれない。 

 
２．地域包括ケアシステムの構築に向けたMC体制
の活用に関する研究 
 
2-1：太田、野口分担 
【目的】地域に居住する高齢者や高齢者施設の入居
者が、状態悪化時に、本人や家族の意思或いはか
かりつけ医の方針等に関係なく、＜状態悪化＝救
急要請＞とされる事案も少なくなく、救急におけ
る高齢者搬送増加の要因となっている。 
このような高齢者救急搬送は、自助、共助、互

助、公助による地域包括ケアの未成熟を現すもの
と考えられ、地域の防火防災を推進する共助組織
としての消防団に倣い、当該地域に支援者で組織
する「在宅療養支援隊」（以下「支援隊」という。）
を結成し、互助（防災上の共助）による地域高齢
者の見守りを強化することにより本件のような
高齢者救急搬送が減少することが予想される。 
しかし、地域での人間関係が希薄化し、特に都

心部では地域住民での見守りが困難となってい
ることから、地域で各種サービスを提供している
事業者を対象として支援隊の編成を進めること
とした。また、支援隊の活動は緊急時や災害時の
対応も含まれるため、医療、看護、介護等の最低

限の知識、技術を必要とすると考え、これには病
院前救護に医学的担保を与える地域メディカル
コントロール体制を活用、応用することで、より
スムーズに導入が推進されると考えられる。 

【方法】支援隊の編成、支援活動上の知識技術内容
を明確にするため、試験的な「在宅療養支援隊講
習」（以下「支援隊講習」という。）を実施し、
受講者のアンケート調査から、現状への理解と支
援隊ニーズを明らかにすることを目的として本
研究を実施した。 

【考察】支援隊講習アンケートから、地域包括ケア
の認知度は低いが、地域での高齢者見守りの必要
性と支援隊への参加意識は高く、高齢者に係るす
べての職種を支援隊の対象とすべきという意見
もあった。また、支援隊講習内容として、受講者
の多くが重症度緊急度判断（トリアージ）、応急
手当、傷病者の心理的配慮が必要であるとしてい
る。このことから、地域サービス提供事業者に
よる支援隊結成が可能であることが示唆され、
支援隊としての活動に必要な講習内容として、
トリアージ（緊急度・重症度の判断要領）、応
急手当、傷病者への心理的配慮について受講者
の多くが求めており、支援活動は、単に見守り
というだけでなく、一定の医学的知識が必要と
されており、病院前救急における非医療従事者
の支援行動の医学的担保をしている地域メディ
カルコントロール体制が積極的に関与したほう
が社会システム上わかりやすく、さらに支援隊
講習は災害時の一般人による医療支援活動にも
繋がる可能性がある。 

 
2-2：太田分担 
【目的】地域包括ケアシステムを担当する多職種
が病院前救急をどの程度理解しているかを明ら
かにすること。地域介護事業者等の理解度など
を調査した。 

【方法と対象】世田谷区内の介護事業所連絡会等
参加者にWEBを利用したアンケートを実施した。 

【結果】112名に依頼し、32名から結果を得る事が
できた。プレホスピタルケアにおけるメディカ
ルコントロール体制に対する認知度に関しては、
知っていると答えたのはわずか13％であった。
また、＃7119については認知度は73％ではあっ
たが、実際の利用はそのうちの13％であった。
地域包括ケアシステム構築に向けてのMC及び救
急隊の役割に関しては、必要性を感じてはいる
ものの、具体的なイメージはなく地域包括ケア
システムに対する具体的な協力内容等について
の情報提供等を求める意見が目立っている。 

【考察】MC体制及び救急隊の活動について地域介
護事業者等の理解度は低く、今後は、地域介護
事業者等と救急との情報交換を推進することが
急務である。我々は、すでに地域における在宅
医療推進をテーマとした住民向けセミナーを開
催し、在宅医、訪問看護師、介護、福祉ととも
に救急隊にも参加を要請し、救急の現状、地域
でずっと過ごす事と救急隊とのかかわりなどに
ついて啓発を試みている。今後は更に地域包括
ケアシステム関係職種と救急職種の連携を推進
する事が望ましいと考えられ、このために「救
急医療の推進」等をテーマとした地域住民向け
セミナー開催等、地域MCだからこそ果たせる役
割もあると考えられる。 
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３．救急隊員の活動に関わるMC医師、および地域M
C体制を担う医師の養成に関する研究 
 
【目的】救急隊員・救急救命士の病院前救護活動
および地域医療体制の整備においてメディカル
コントロールを担う医師に対する教育教材を整
備する。 

【方法】厚生労働省が実施している「病院前医療
体制における指導医等研修（初級者）」の各初
級研修会（福岡会場、兵庫会場、東京会場）にお
ける講義資料を評価し、昨年度の講義内容と比較
検討した。また、日本救急医学会MC体制検討委員
会が作成している、卒後3年目から10年目を対象
としたMCについての教材作成に参加した。 

【結果】各研修会及び研修会間で講義の教材を比
較検討したところ、前年の教材から修正が加え
られ共有化が進んだものもあったが、未だSBOや
キーワードが反映されていない教材、講師の個人
的意向が強く反映されているものもあった。 

【考察】MC体制について教育する適切な教材・カリ
キュラムを作成しようとするものであり、MC体制
における知識、技能を有する医師の育成は、将来
的に地域包括ケアシステムにおけるリソースの
有効活用という点で役立つものと考えられる。現
在研修会は初級と上級に区分され、プログラムが
公開されているが、初級では、①担当する講師が
会場ごとに異なる、②講義内容の詳細までは指定
されていないなどの問題点が危惧される。MCを実
践する医師を教育する研修会において、その指導
内容の質を高め効果的な研修会とするためには、
まずは実際の講義資料を検証することが不可欠
と考えられた。 

【結論】MC体制に関わる医師を対象とした厚生労働
省主催の研修会「病院前医療体制における指導医
等研修（初級者）」の今年度の教材について検証
した。SBOとキーワードを明確にしたことにより、
指導内容について共通化は進んだが、未だSBOや
キーワードが反映されていない教材、講師の個人
的意向が強く反映されているものもあった。 

 
４．MC医師研修に関する研究 
 
【背景】救急医療・病院前救急医療が高度化し、
メディカルコントロール（MC）体制がこれまで
以上に地域の救急医療体制構築のためにその役
割を期待されている。 

【目的】MC医師としての必要な知識の修得を目的
として「メディカルコントロール体制の整備に
関わる医師の研修会」を昨年度に引き続き企画、
開催した。さらに今後の研修会の在り方を提示
した。 

【結果】救急搬送、受け入れ状況の把握のための
手法、その改善の取り組み、精神科救急、高齢
者救急などの課題についてワークショップ等を
通じて、学ぶことを中心とした。全国23都道府
県から58名が参加し、そのうち12名が行政官で
あった。参加者を対象にしたアンケートでは回
答者のうちほとんどが「有意義だと強く思う」
か「有意義だと思う」と回答した。 

【考察】研修会の目的はおおむね達成された一方、
MCに関する研修で本研究の位置づけがはっきり
しなかったこと、研修会及び各項目の到達目標
などが十分でなかったことから一部受講生に混

乱が見られた。今後は“都道府県・地域MC協議
会の運営、検証、教育に携わっている者、それ
に準ずる者又はMC協議会の会長が推薦する者”
を対象とすることが望ましい。また行政官の参
加を促すため医師と行政官とがグループで参加
することが望ましく、行政官が負担にならない
ような研修会や必ず参加できる仕組みの構築が
必要である。今回の講習内容は、一部を都会と
地方に分けてそれぞれに合った課題について受
講生に取り組んでいただいた。今後は状況設定
をあらかじめ伝えておいたり、今回のように多
様性を持つ課題設定が必要と考えられる。平成 
30年度の医療計画の改定に向けた指針でも円滑
な救急搬送受入れ体制の構築にMCの活用が検討
されている。今後、MC体制を充実強化するため
にもMCの中心となる医師への教育が急務であり、
本研修会のような研修会を継続して開催するこ
とが必要である。 

【結論】本研究は、救急医療体制の整備に関わる
医師の資質の向上を図る方策として、研修会を
企画、実施し今後の研修会の在り方を提示した。
MC体制の役割が大きくなっていく中で本研修会
が果たす役割は大きく、継続した研修会の開催
が必要である。 

 
Ｄ．考察 
昨年度に引き続き４つの大きな柱を中心に各分

担研究班、研究分担者が研究を行ってきた。 
高齢者の増加が予想され、2025年（平成37年）に

は団塊の世代がすべて75歳以上となることから、国、
自治体では法的な整備を進め、様々な対応がとられ
ている。地域包括ケアシステムもその中の対策の一
つであり大きな役割を担うことが期待される。一方
病院から地域に患者が移る中でさらに救急需要の
増大が予想されている。現在でも救急搬送の大半が
高齢者で占められている現状からも喫緊の課題と
いえる。 
我が国の救急医療は緊急度・重症度に応じて救急

隊があらかじめその役割を担った救急医療機関に
搬送し適切な医療を行えるよう制度立てられてい
る。当然のように重症な患者への治療はヒトもモノ
も多く必要であり患者を受け入れるためのベッド
も必要である。限られた資源の中で有効かつ効率的
にリソースを活用し一人でも多くの患者を救うた
めの仕組みである。 
平成13年よりメディカルコントロール体制は全

国で配備され、主に救急救命士の病院前における医
療の質の保証を目的としてMC協議会を中心に活動
がなされていた。消防に対する効果が主な視点であ
ったが近年はその役割が拡大し、救急医療体制にま
でその役割が求められるようになった。前述のとお
り救急医療は限られたリソースをどれだけ効率的
かつ効果的に活用するかが非常に重要であり、現在
整備が進められている地域包括ケアシステムにお
いてもその概念が反映できることが期待される。医
療・介護の連携が進められる中でこれまで培ってき
た救急医療の仕組みがどのように活用できるか検
討がなされてきた。 
今年度の研究を通して救急医療と在宅・介護との

理解がまだ進んでいない現状が明らかとなった。介
護事業者は救急医療やMC体制のことを、救急隊は地
域包括ケアシステムのことを十分に理解できてい
ない現状が認められた。また漠然とした有効性は理
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解できても具体的にどのようにできるのかイメー
ジができていないことも分かった。現時点でMCを積
極的に地域包括ケアシステムに活用している地域
や具体的な取り組みがないために、どのようなこと
ができるのかどのような効果が得られるのか見え
にくいことが影響していると考えられる。そこで今
年は「在宅療養支援隊」などの互助組織を活用しM
Cが医学的な担保を与えるなどの新たな視点が提言
された。 
今後地域の救急医療体制を構築する役割を期待

されているMC体制を強化することは必然性があり、
MC体制を担う医師を体系的に教育することは重要
である。昨年度我々は厚生労働省が委託する“病院
前医療体制における指導医等研修”の講義内容を確
認しより効果的な教育が行えるよう提言を行った
が、一部共有化が進むなど一定の効果が見られた。
さらに上位の研修会としてMC協議会を管理する医
師を育成するために研修会を開催し、さらに今後の
研修会に向けプログラム案を作成した。 
地域ごとに人口、医療機関の規模や数、在宅医や

訪問介護・看護、高齢者施設や行政の取組など様々
な背景があり画一的な対応をとることは困難であ
る。そこには地域の実情に合わせた事細かな対応が
必要である。救急医療体制を構築するうえでこれま
で救急医療機関、救急医、医師会、消防、行政が作
り上げてきたMC体制のノウハウを活用することは
理にかなっている。さらには救急医療機関と在宅医
と介護、高齢者施設などとの交流を進め顔の見える
関係を構築しお互いが補完しあえる体制が望まれ
る。まだMCが積極的な関与をしている地域は見当た
らないが、高齢者救急の増加に対応すべく今後もそ
の可能性について検討を行っていくことが求めら
れる。 
 
Ｅ．結論 
今後も救急の需要が増加、特に高齢者救急が増加

することが予想される中で、現状の把握とメディカ
ルコントロール体制の活用の可能性、その強化につ
いて様々な観点から研究を行った。来るべき高齢者
救急患者の増加に対応すべく引き続き検討が必要
である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
本研究においては、特定の個人、実験動物等を対

象とした研究ではない。しかし、研究の過程におい
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